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日本橋における
スマートエネルギー事業の導入経緯と
同システムの普及展開方法
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震災で必要性を痛感した電力に
関するBCP対策
佐土原　中出さんは、三井不動産㈱

の日本橋室町三丁目地区の再開発プ

ロジェクトにあわせて、近接する既

成市街地まで含めて熱と電気を供給

するスマートエネルギー事業をご担

当されています。最初に今回、電気

と熱を供給する事業を展開すること

に至った経緯を伺わせて下さい。

中出　一番の契機は東日本大震災で

した。我々は都心部で多数のビルを

つくってきており、従来から地震に

よる揺れへの対策に取り組んできま

したが、これに加えて、系統電力の

計画停電が実施されたことに伴い、

大規模災害時でも安定的に電力が供

給できる体制の強化が必要であると

痛感しました。

　非常用発電機は従来、一定時間ビ

ルの消防・防災・保安系統を動かせ

る能力規模の導入が求められてきま

したが、それだけでは長時間の広域

停電には対応できません。BCP（事

業継続計画）への関心が高まる中、

テナントにとって、災害時でも平常

時と変わらない企業活動ができるオ

フィス環境が準備されていることの

価値は非常に高いわけです。そして、

これに応える電力を供給する必要が

あるので、非常用発電機やオイルタ

ンクの増強・大型化をスピード感を

もって実行しました。加えて、地震

に強い中圧ガス管から供給される都

市ガスも活用したいと考え、オイル

と都市ガスを併用できるデュアルフ

対 談 ● こ れ か ら の 地 域 熱 供 給 を 語 る ❶



6 熱供給 vol.101 2017

江戸
通り

江戸
通り

昭
和
通
り

昭
和
通
り

中
央
通
り

中
央
通
り

日本橋
三井タワー

三井二号館三井二号館

三井本館三井本館

日本橋
室町東地区
2-3街区

日本橋
室町東地区
2-3街区

室町東三井
ビルディング

（COREDO室町）

室町東三井
ビルディング

（COREDO室町）
日本橋
室町東地区
1-5街区

日本橋
室町東地区
1-5街区

日本橋
三井タワー
日本橋
三井タワー

半蔵門線 三越前駅
半蔵門線 三越前駅

総武
本線
 新日

本橋
駅

総武
本線
 新日

本橋
駅

銀座線 三越前駅銀座線 三越前駅

日本橋日本橋首都高速道路

首
都
高
速
道
路

エネルギー供給
予定範囲

エネルギー供給
予定範囲

プラント設置場所
　日本橋室町三丁目地区
　第一種市街地再開発事業地内

プラント設置場所
　日本橋室町三丁目地区
　第一種市街地再開発事業地内

日本橋におけるスマートエネルギー事業の導入経緯と同システムの普及展開方法

ューエル型の非常用発電機を導入し

て、さらなる信頼性の向上を図りま

した。

　一方で、このような対策を展開し

ていた当時、常用発電機でかなり効

率の高いガスコージェネレーション

システム（CGS）が登場してきてい

ました。非常用発電機に加えて、電

気だけでなく廃熱も冷暖房に利用す

ることを目的に、常用の CGS を導

入することは、毎日点検・整備をし

ながら長時間運転する機器でもあり、

いざという時の信頼性がもう一段高

まると考えました。

佐土原　なるほど。

中出　さらに、この大規模災害に備

えた電力供給の試みは、新規に開発

するビルのためだけではなく、街と

しての防災力強化につながるように、

周辺にある弊社や他地権者の既存ビ

ルも含めて、広く検討していきたい。

むしろそうすることが、東日本大震

災後のまちづくりにとって非常に重

要と考えました。

　日本橋のまちづくりのコンセプト

は「残しながら、蘇らせながら、創

っていく」ですが、今回のプロジェ

クトでは、エネルギープラントの運

転開始となる 2019 年に築 90 年を迎

える重要文化財の三

井本館も含めて、エリ

アにある多くの既存

ビルが最新の BCP 性

能を備えることにな

ります。日本橋が最先

端の BCP エリアとし

て生まれ変わる。そう

いった新しい価値を

つくっていこうとい

うことで、この度の熱

電併給事業に取り組む

ことになりました。

佐土原　以前から、地震などの非常

時のために信頼性の高いエネルギー

システムが必要と言われていますが、

経済性の問題があって、なかなか実

現してこなかったという面もありま

す。特に既存ビルに新しく信頼性が

高い電力供給システムを入れようと

すると、費用も非常に高価になって

くると思いますが、やはりこれから

のまちづくりでは、このようなシス

テムを整備すべきだと思います。

いかに経済的に成立させるか
佐土原　計画推進にあたって、一番

ご苦労されたのはどういった点だっ

たのでしょうか。

中出　今回の事業で一番苦労したの

は、いかにして経済的に成立させる

かでした。課題は、導入する CGS

の発電規模をどう設定し、その投資

効率を最大化するために、廃熱を使

い切る仕組みを構築することでした。

　まずは、過剰な設備投資とならな

いようにすることが大事なポイント

で、その観点から発電規模をどのく

らいに設定するのかをよく検討しま

した。系統電力停電時に供給エリア

の各ビルに、電力デマンドのピーク

の 50％の電力を供給できれば、中

間期では不足はないですし、またピ

ーク期に近づいても各ビルでの電力

使用を工夫すれば、平常時に近い事

業活動が可能になります。その設定

で平常時に出てくる廃熱量を計算し、

活用の仕方を考えました。

　廃熱の活用にあたっては、この

BCP 対応力の高い電気を評価して

いただき、導入を検討していただけ

るお客さまに、熱の受入れもお願い

しました。こうして、街の皆さまの

ご理解とご協力により、効率よく廃

熱を使い切る仕組みが実現し、経済

性をクリアすることができました。

佐土原　こうしたシステムの場合、

電気料金を系統電力より安くするこ

とがなかなか難しいと聞いています

が、その分、廃熱を使っていただい

て、トータルのコストで経済性を確

保するんですね。

中出　そうですね。我々は、系統電

図1　日本橋におけるスマートエネルギー事業の供給予定範囲

佐土原氏



7熱供給 vol.101 2017

対談●これからの地域熱供給を語る① 

力、都市ガス（中圧）、オイルによ

る電力供給手段を備えることを「電

力の三重化」と呼称して整備してい

ますが、これら全てを既存ビルで実

現しようとしても難しいと思います。

例えば、通常のオイル専焼型の非常

用発電機をデュアルフューエル型に取

り替えるにも、従来と比べて広い面

積が必要ですし、入れ替え工事の期

間に災害が起きる可能性もあります。

そういった意味では、BCP 対応力

の高い電力を導入できる非常によい

機会を提供することができました。

　周辺ビルへの電力ならびに熱の供

給に際しては、ライフサイクルコス

トも含めた総コストが、従来と比べ

て同等になるように価格的な諸条件

を協議させていただき、導入を検討

していただきました。

非常時には電気も熱も必要
佐土原　非常時の熱需要というのは、

どのようにお考えですか。

中出　最近では改修等も進み、建物

自体が高い耐震性を備えていますの

で、執務空間としては電気が供給さ

れ、冷暖房ができれば、平常時に近

い環境を用意することができます。

これによって各企業は被災状況を把

握して復興に向けての準備ができま

す。このような執務環境を提供する

ことは非常に重要なことです。そう

いう意味で、非常時でも冷暖房を提

供することは重要だと考えています。

佐土原　需要家から、非常時の電力

供給はピークデマンドの 50％では

不足と言われることもあったのでは

ないかと思いますが、どうでしょう

か。

中出　確かに 50％以上にしてほし

いというご要望はありました。しか

し、系統電力が停まった時は公平に

一律 50％の電力供給とさせていた

だき、あとは各ビルで電力使用の工

夫をしていただくことや、既存の非

常用電源等で補っていただくことで、

対応していただくことになります。

佐土原　なるほど。不足分は各々に

補っていただくのですね。

　それから、私は初めてこの日本橋

のプロジェクトを見せていただいた

時に、熱と電気の供給対象を分けて

計画されているのがすごく柔軟な対

応だと思い、興味深く感じました。

中出　全てのビルに熱を供給できれ

ばよかったのですが、今回は熱需要

の大きなお客さまのビルで廃熱を概

ね使い切っています。本プロジェク

トのそもそもの目的が、広範囲に熱

供給をすることではなく、大規模災

害の際の停電時になるべく広い範囲

に事業継続のための電気を供給でき

るようにしようということなので、

このような形になりました。今後は、

周囲の再開発にサブプラントを設置

して、熱を生産できるようになれば、

熱も受けたいというニーズにお応え

することもできると思います。

BCPと経済性の追求で環境性能
向上
佐土原　非常時の帰宅困難者への対

応という面では、何か計画に取り入

れられていますか。

中出　それは街にとってすごく大事

なところです。日本橋にはオフィス

以外にも商業施設やホテル等があり、

オフィスワーカー以外の方々が街に

いらっしゃいます。このような方々

図2　再開発と既存街区の共生型まちづくりによる電力三重化対応（日本橋におけるスマートエネルギー事業）
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が数多く街に滞在している時に大規

模災害が起こることも十分に考えら

れるわけです。最近の複合用途の大

規模開発においては、このような事

態に備えて帰宅困難者用のスペース

を用意することが求められます。そ

こに電気と冷暖房をしっかり供給で

きるということは、BCP を超えて

DCP（地域活動継続計画）という

意味で、非常に価値が高いことです。

　あとは情報伝達対策として、スマ

ートフォンなどの充電ができること。

また、そのスペースには、デジタル

サイネージも用意しますので、電気・

空調だけでなく災害関連情報も提供

し、冷静な行動を皆さんに促してい

けるような仕組みもつくります。そ

のあたりも、地元の皆さんだけでな

く、国・都・区からも、高い評価を

いただいています。

佐土原　スマートエネルギー事業と

しては、環境面での効果もあるかと

思いますが、いかがでしょうか。

中出　こういった形で、既成市街地

を含む広いエリアで BCP の強化を

図っていきますが、結果として高い

環境性も実現します。

　まず、発電効率は 49％、熱回収

を含む総合効率は 76％という高効

率の CGS を導入していますが、こ

のような高性能機器を導入しなけれ

ば、この事業は成立していません。

さ ら に は ICT（Information and 

Communication Technology）・IoT

（Internet of Things）を活用したエ

リアエネルギーマネージメントシス

テムを導入して、エリア全体でエネ

ルギーの製造と消費を最適化してい

くことにも取り組んでいます。

　このように BCP 強化と経済性の

追求という取組みによって、結果と

して環境性能も高まっています。逆

に言えば、環境に優しい事業を志向

することは、経済的にも理に叶う事

業になります。そのことを改めて、

このエネルギー事業は教えてくれた

と思います。

佐土原　これまで環境面での取組み

は高コストになるイメージが強かっ

たと思います。それをこちらでは、

防災面も含めて複合的な価値をつく

り出す中で、経済性も追求してこら

れました。それは環境的なメリット

にもつながるということが実証でき

たわけですね。新しい時代のまちづ

くりとエネルギーの関係性、あり方

を示していただいたと思います。

期待される地域熱供給の活用
中出　今年 1 月に開催された「平成

28 年度地域熱供給シンポジウム」

での講演時に少しお話をさせていた

だきましたが、今後の展開の可能性

として、既に地域熱供給（地域冷暖

房）インフラがあるエリアは、非常

に大きなアドバンテージを持ってい

ると思っています。

　我々は、大規模災害による停電時

に街の広いエリアに電気を供給でき

る CGS を設置することを計画して、

廃熱の利用について非常に苦心しま

した。しかし、既存の地域熱供給エ

リアは、既に熱を使う施設があり、

需要家も抱えているわけですから、

BCP 強化のために CGS を整備しよ

うとするならば、既存の地域熱供給

とのコラボレーションを考えていく

ことは、非常に効率的で有益なこと

です。行政も様々な角度から後押し

すべきではないかと思います。

佐土原　私は、横浜駅前の地域開発

に関するいくつかの委員会に参加し

てきたのですが、再開発の時には整

備のガイドラインをつくります。そ

の中には、できる限り省エネ化し、

熱をうまく使っていきましょうとい

うこともうたいます。

　今回、CGS と組み合わせた形で

の BCP 対策が、経済的にもうまく

いったという事例が生まれたわけで

す。従来のような、少し無理して省

エネをやるというのとは違う性質の

事例で、すごく勇気づけられました。

皆さんが自然な形で BCP のための

熱電併給を進めるような方向への流

れが出てくるように思います。そう
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いう意味で、今回のこの取組みは大

きな意義があります。

中出　佐土原先生は「平成 27 年度

地域熱供給シンポジウム」の時に、

デンマークの事例を紹介されていま

した。デンマークは、BCP や環境

という目的ではなく、エネルギーの

自給自足を達成することを目的に、

エネルギーの効率的な利用を進めて

いきました。デンマークは北海油田

から石油、天然ガスを採ることがで

きるようになって、飛躍的にエネル

ギー自給率が伸びたそうですが、埋

蔵量に限りがあるエネルギーを無駄

に使っていくと、再び大量のエネル

ギーを外国から買わなければいけな

くなるという危機感が常にあるわけ

です。

　これは先生のほうがお詳しいので

恐縮ですが、その時にデンマークで

考えられたのが、既存の地域熱供給

に CGS を併設して、CHP（Combined 

Heat and Power）という事業形態

に変えていくことでした。また大型

の火力発電所もある程度規模を絞っ

て、CHP に変え、近接するエリア

で発電時の廃熱を使い切るというこ

とを、国として徹底してやったのが

デンマークの事例ですよね。

佐土原　そうですね。

　私は以前、西ベルリンにいたこと

があるのですが、西ベルリンでも、

いかにエネルギー需給の効率を最大

化するかということで、街なかに

CHP 化した発電所を持って、徹底

的に熱を使っていました。西ベルリ

ンでも、エネルギーの自立が重要視

されていました。

中出　おそらくエネルギーの自給率

向上の取組み自体が、国防などにも

直結する。他国からエネルギーを買

って依存している状況は、国際政治

的にも不安定になるということが根

源にあるのではないかと思います。

　エネルギー問題を契機に、ものの

見方や考え方が変わることがあると

思います。日本でも、今回のスマー

トエネルギー事業によって、都市の

防災性能と環境性能の向上が可能と

いうことが証明されるので、ぜひ、

デンマークのように、地域熱供給の

設備に併設する形で発電設備を整備

して、日本版の CHP 化を進めてい

ければ良いのではないかと思います。

佐土原　その通りだと思います。地

域熱供給が持っているポテンシャル

を最大限に活かすということですね。

中出　はい。既存の地域熱供給エリ

ア内およびその近傍に大型 CGS プ

ラントを収容できる再開発事業をつ

くっていく必要がありますが、こう

いった再開発が進むように行政が支

援していくことも大事になってきま

すね。

佐土原　今後、アジアの色々な都市

づくりにおいて展開していく上では、

やはり BCP と省エネ、省 CO2 とい

う性能が一体的に提供できる多面的

なエネルギーシステムとしてつくっ

ていくことが重要と考えます。

中出　そうした取組みが地域の発展

をサステナブルに維持できると証明

できたのが、今回の日本橋のスマー

トエネルギー事業の大きな意義では

ないかと思います。

佐土原　ぜひ今後とも色々なところ

で展開していただきたいと思います。

中出　私どもも微力ながらこの仕組

みが普及していくように努めてまい

りたいと思っています。今後ともよ

ろしくお願いいたします。
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対談●これからの地域熱供給を語る① 


